
議員自主研修（講座・視察）実績報告書 

 

氏名 河合 隆俊         

議員自主研修（講座・視察）について、下記のとおり報告します。 

１ 受講した研修 

実施機関等 ローカル・マニフェスト推進連盟 

研修（講座・視察）名 全国地方議会サミット 2024 

研修（講座・視察）内容 

「非常事態への備え これからの議会」をテーマに、 

災害対応や様々な課題への対応・強い地域をつくる

「これからの議会」について学ぶ。 

研修（講座・視察）期間 ７月 10 日（水）・11 日（木） 

研修（講座・視察）日程 

７月 10 日（水）13:00～17：00 

基調講演「生活を支える強い地域を議会がつくる」 

早稲田大学マニフェスト研究所 北川 正恭 氏 

 

能登半島地震被災地の議会からの報告 

輪島市議会議員・元議長 椿原 正洋 氏 

珠洲市議会 議長 番匠 雅典 氏 

能登町議会議長 金七 祐太郎 氏 

 

熊本地震の経験と自治体間支援の現場から 

熊本市長 大西一史 氏 

 

能登半島地震と珠洲市の状況と対応 

珠洲市長 泉谷 満寿裕 氏  

対談大西一史 氏×泉谷 満寿裕 氏 

 

防災 DX の最前線と今後の展開 

国際研究開発法人防災科学研究所 

総合防災情報センター長      

防災 DX 官民共創協議会理事長 臼田 裕一郎 氏 

 

災害時におけるドローン・人工衛星など 

最新テクノロジー活用の可能性 

佐賀県庁･JAXA・総務省地域情報化アドバイザー 

宇宙公務員 円城寺 雄介 氏 

 

東日本大震災の経験から   

元総務大臣 片山 義博 氏 

 



7 月 11 日（木）10：00～16：30 

非常事態への備えと議会の対応・役割 

法政大学総長 廣瀬 克哉 氏 

 

[パネルディスカッション] 

東日本大震災の経験を踏まえた災害対応 

久慈市議会 議長 濱欠 明宏 氏 

 

大規模復旧と議会の在り方 

陸前高田市議会議員・元議長 福田 利喜 氏 

 

住民避難・離散と自治体・議会の活動 

双葉町長 伊澤 史郎 氏 

 

デジタル・生成 AI を生かす 

デジタルハリウッド大学教授 橋本 大也 氏 

 

議会改革の最新トレンドとトピックス 

議会改革の軌跡と展望―マニフェスト選挙から 20 年、 

その先に！          大正大学教授 江藤 俊昭 氏 

 

[パネルディスカッション] 

議選監査委員の活性化と議会・監査委員事務局の連携 

あきる野市議会議員・議選監査委員・元議長 

子籠 敏人 氏 

可児市議会議員・議選監査委員・元議長 

川上 文浩 氏 

可児市監査委員事務局長 平田 祐二 氏 

 

委員会代表質問を生かす 

法政大学教授 土山 希美枝 氏 

早稲田大学マニフェスト研究所「議会改革度調査」から 

 

早稲田大学マニフェスト研究所 事務局長 

中村 健 氏 

 

２ 経費の内訳 

経費の種類 内 容 金 額 

交通費 

利用する公共交通機関（区間） 片道・往復  

高速バス（ 高森～新宿 ） 往 復 9200 円 

   

地下鉄 （新宿～高田馬場駅）  150 円 



地下鉄 （早稲田駅～半蔵門駅） 

地下鉄 （半蔵門駅～早稲田駅） 

地下鉄 （大塚駅～新宿） 

180 円 

180 円 

180 円 

宿泊費 
DIAMOND HOTEL 

東京都千代田区麹町 1－10－3 
11,100 円 

日当  日×2,000 円（県外のみ）  

参加費 11,000 11,000 円 

その他経費   

経費の合計額 31,890 円 

３ 添付書類   ・領収書 

４ 成果等 

自己評価 

評価項目〔５～１のいずれか１つの番号を○で囲む｡〕 理由〔具体的に記入〕 

・研修内容の選定は適切であったか 

適切  ⑤ ・ ４ ・ ３ ・ ２ ・ １ 不適切 

被災地の現場の声を聴く

ことができた。 

・研修の目的（学び）は達成できたか 

できた ５ ・ ④ ・ ３ ・ ２ ・ １ できなかった 

発災直後、議会・議員はど

う対応したのか聞くこと

ができた。 

・事前の調査、準備は十分であったか 

十分 ５ ・ ４ ・ ③ ・ ２ ・ １ 不十分 

報道や新聞などで被災地

の被害状況を確認。 

・研修を通して自身の能力が向上したと思うか 

した  ５ ・ ４ ・ ③ ・ ２ ・ １ していない 

非常事態への備えと、議

会として重要なのは、災

害対応であることを学ん

だ。 

・具体的な活用の有用性、実現性があるか 

ある  ５ ・ ４ ・ ③ ・ ２ ・ １ ない 

被災地の経験と反省は、

当地域の防災減災の取り

組みに生かせると感じ

た。 

研修報告 

 

（具体的な研

修内容、事前の

企画・準備・研

修当日・事後の

振返りを通じ

て習得できた

ことや研修成

果の業務への

活かし方、提案

等を記入   

※別添書類に

よる提出可。た

だし、上の内容

７月 10 日（水）13:00～17：00  

 

基調講演「生活を支える強い地域を議会がつくる」 

早稲田大学マニフェスト研究所 北川 正恭 氏 

・議会は主体的に考え行動し実践していくのが役割である。 

・内陸型の活断層が活発になり従来の 5 倍の頻度で大地震が起きてお

り、地震の頻発時代に入っている。 

・災害時に議員が執行部に直接意見を言うのではなく、議長を中心に事

務局も合わせたチーム議会で災害対応をどうするのか 

議論をすることが重要。 

 

「能登半島地震被災地の議会からの報告」 

輪島市議会議員・元議長 椿原 正洋 氏 

・地震の怖さは、揺れではなく僅か 60 秒で生命や長年築いてきた財産 

を失い、人生設計も狂わせてしまう。 



を含むもので

あること。） 

 

 

珠洲市議会 議長 番匠 雅典 氏 

・避難所は 21 か所、避難者数 3421 人を想定していたが、実際には避

難所 70 か所、避難者数 7361 人であった。 

・人口流出により、地域コミュニティーが崩壊。今後は地域コミュニテ

ィーの復活が大事である。 

・災害時における議会の情報共有の課題と復興計画に議会の意見をどう

反映させていくのかが課題である。 

 

能登町議会議長 金七 祐太郎 氏 

・想定外のことが起きるこれが震災である。 

・議員個人の対応や議会 BCP（業務継続計画）の作成・改善が必要であ

る。 

「熊本地震の経験と自治体間支援の現場から」 

熊本市長 大西一史 氏 

・地震後のトイレが一番困った。 

2 日目からは地獄であった。 

お年寄りがトイレに行きたくないから 

「水を飲みたくない」 

「トイレに行きたくない」 

と体調を崩す方がいた。 

・災害に対応するためのデジタル化・議会のペーパーレスも含めたデジ

タル化が非常に重要である。 

 

「能登半島地震と珠洲市の状況と対応」 

珠洲市長 泉谷 満寿裕 氏 

・マグニチュードが 1 違うとエネルギーが 32 倍になると言われてい

る。まさに桁違いの揺れであった。 

・指定避難所 26 か所のうち、実際には 16 か所しか使われなかった。

自主避難所 94 か所 6,700 人が身を寄せていた。  

・令和５年 5 月 5 日の地震の時の専門的ボランティアや支援団体と人

間関係ができていたことで、1 月 2 日には応援にかけつけてくれた。 

 

対談 大西一史 氏×泉谷 満寿裕 氏 

・会場の議員からトイレカーを各自治体 1 台整備することの提案があっ

た。 

・排せつの問題は深刻である。各自治体でトイレカーを導入し、いざと

いうときには全国から駆け付けることができる体制を築いておくべ

き。 

 

「防災 DX の最前線と今後の展開」 

国際研究開発法人防災科学研究所 

総合防災情報センター長      

防災 DX 官民共創協議会理事長 臼田 裕一郎 氏 

・災害が起こると、いろんなところから情報が集まってくる。その情報

 



をデジタル技術を使って集約。 

2014 年から基盤的防災情報流通ネットワーク「SIP4D」の仕組みを

使い、システム同士を繋ぎ合わせる技術の研究をはじめ、10 年後の

2024 年 4 月に、内閣府の総合防災情報システムに「SIP4D」の技術

が取り入れられた。 

・「SIP4D」とは 

 災害時に必要とされる情報を多くの情報源から収集し、利用しやすい

形式に変換して配信する機能を備え、組織を越えた防災情報の流通を

担う基盤的ネットワークシステムのこと。 

 

「災害時におけるドローン・人工衛星など 

最新テクノロジー活用の可能性」 

佐賀県庁･JAXA・総務省地域情報化アドバイザー 

宇宙公務員 円城寺 雄介 氏 

・この講演は大変ユニークなものだった。 

講師は、佐賀県庁や JAXA、総務省地域情報化アドバイザーをし、全

国の自治体へデジタル化の推進を支援している方で、自身を宇宙公務

員と呼んでいる方。 

・今でこそドローンの活用は当たり前になっているが、2014 年ごろか

らドローンの活用や研究をはじめ、普及させた方。 

・測位衛星や地球観測衛星の活用事例など、テクノロジーにおいて災害

現場の状況を確認・把握することもできることを示された。 

 

「東日本大震災の経験から」        

                      元総務大臣 片山 義博 氏 

・防災訓練は形骸化してはダメ。 

・原稿を読みあう防災訓練は意味がない。 

その他「行政機関の縦割りと住民の視点」 

「検証と教訓」について講演があった。 

 

 

7 月 11 日（木）10：00～16：30  

「非常事態への備えと議会の対応・役割」 

法政大学総長 廣瀬 克哉 氏 

〇 非常事態にはフェーズがある 

① フェーズごとに必要な対応は変わっていく    

・発災期 （ 3 日間程度 ） 

・応急期 （ 4 日目～1 週間程度 ） 

・復旧期 （ 1 週間後から数か月 ） 

② それぞれの時期における議会の役割を整理する必要がある。 

・発災期 （ 情報収集機能 ） 

・応急期 （ 課題機能整理 ） 

・復旧期 （ 議論の場としての機能 ） 

③ フェーズごとに避けるべき議会の問題点 

 

  



・発災期 （ 個別的に行政現場にインプット ） 

・応急期 （ やみくもに調査を開始する ） 

・復旧期 （ 議員の思い付きによる問題提起と発散的な議論 ） 

  

[パネルディスカッション] 

                       「東日本大震災の経験を踏まえた災害対応」 

久慈市議会 議長 濱欠 明宏 氏 

           「大規模復旧と議会の在り方」 

陸前高田市議会議員･元議長 福田 利喜 氏 

                     「住民避難・離散と自治体・議会の活動」 

双葉町長 伊澤 史郎 氏 

 

「デジタル・生成 AI を生かす」 

デジタルハリウッド大学教授 橋本 大也 氏 

・チャット GPT やコパイロットの活用することで、会議の要約・雛形の

複製等の事務作業を楽にする。また、Excel やグラフ作成や説明の執

筆などの難しい分析を手軽に行うことができる。また発想壁打や図像

の生成や企画の立案をサクサクとでき、議会活動にも活用できる。 

 

「議会改革の最新トレンドとトピックス」 

大正大学教授 江藤 俊昭 氏 

議会改革の軌跡と展望マニフェスト選挙から 20 年、その先に！ 

・平時にできないことは非常時にできない。 

 

[パネルディスカッション] 

「議選監査委員の活性化と議会・監査委員事務局の連携」 

 

あきる野市議会議員・議選監査委員 

元議長 子籠 敏人 氏 

可児市議会議員・議選監査委員 

元議長 川上 文浩 氏 

可児市監査委員事務局長 平田 祐二 氏 

 

 

「委員会代表質問を生かす」 

法政大学教授 土山 希美枝 氏 

・委員会の総意での質問なので、 

一般質問より重みがある。 

・質問時に委員長の思いが出て、 

「あれは委員会の総意とはズレ 

ていないか」という意見が出る。 

 

 

早稲田大学マニフェスト研究所「議会改革度調査」から 

大学マニフェスト研究所 事務局長 中村 健 氏 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 地方議会サミット宣言文 

 

ローカル・マニフェスト推進連盟は、2005 年の発足以来「理論と実践」

を追求してまいりました。 特に近年は、地方議員のなり手不足や地域コ

ミュニティの維持の問題、自然災害やウイルス被害による 経済の衰退、

AI 技術のさらなる進展や価値観の一層の多様化による社会常識の変化

等々、地域を取り巻く環境は急速に変化しており、地域経営にむけた課

題が顕在化しています。 

 2024 年７月、全国地方議会サミットに参加した私たちは、あらためて

地方自治が新たなステージに入ったことを認識し、二元代表の一翼を担

う議会として、理論だけでなく、次のような具体的な行動が重要である

ことを確認しあいました。 全国地方議会サミット 2024 参加者一同と

して以下のことを宣言し、行動します。 

記  

・今後、高い確率で予測されている南海東南海地震、首都直下型地震、

富士山噴火等々をはじめ、あらゆる災害に対して実行性の「議会 BCP」

の確立と訓練を実施する。  

・災害時に活用できるデジタル技術を議会に積極的に取り入れる。   

・災害への備えは議会が主導し住民自治や災害対応への政策を研究し提

言する。                                                    

・災害時への備えとして、市区町村に 1 台の「トイレカー」を配備する

よう議会から行政へ提案する。 

・リアルな対話に加え、ICT や SNS 等様々な手法を用いて住民意見を

集約する。  

・合議体として議論を尽くし最善の意思決定を行う仕組みを議会内に構

築する。 

・住民の多様な価値観や少数意見を排除せず、議論を尽くし、新しい価

値観を創造する。  

・あらゆるハラスメントに対して厳正に対処する。  

・持続可能な地域を創出するため地域課題の本質を探究し課題解決の政

策立案に取組む。  

・地方議会間の交流や意見交換を活発に行い、議会（議員）が互いに研

鑽を重ね、善政競争を促して、 地方議会から地域を変え地域から日本

を変える志を持って活動する。         

 



 2024 年 7 月 11 日 ローカル・マニフェスト推進連 

 

「まとめ」 

７月 10 日・11 日の２日間、早稲田大学国際会議場井深大記念ホール

にて開催された「全国地方議会サミット２０２４」が「非常事態への備

え これからの議会」と題して開催されました。 

会場に約 450 名・オンライン約 200 名・約 300 自治体の議員が参加。

能登半島地震・熊本地震・東日本大震災で被災した自治体の首長や議長

から、経験を踏まえた災害対応と教訓や反省点などの報告がありまし

た。 

議会として一番重要なのが災害対応であり、地震は必ず来るとの覚悟

で備えることが大事。平時にやっていないことは非常時にはもっとでき

ない。被害想定はより大きく見ておくべき。など経験を踏まえた現場の

声を聴くことができた研修となりました。 

当地域は「南海トラフ巨大地震防災対策推進地域」に指定されており、 

震度 6 弱の揺れが想定されています。この研修を生かし、地域住民の生

命と財産を守るため、議員活動に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


